
Ａ．和文契約書
１．　物件所有者（Ａ）とＳＰＣ（Ｂ）との間の契約書類

➊　建物賃貸借契約書

➋　重要事項説明書

２．　ＳＰＣ（Ｂ）と消費者（Ｃ）との間の契約書類

➊　■■■タイムシェア型建物賃貸借(転貸借)契約の概要説明書

➋　■■■タイムシェア型建物賃貸借（転貸借）契約書

➌　重要事項説明書

　　　（兼：特定商取引に関する法律第５条に基づく説明書）

➍　■■■タイムシェア型建物賃貸借(転貸借)利用規程

➎　個人情報の取り扱いに関する重要事項説明書
１－➊　　　
建物賃貸借契約書
	➀
	賃貸借の目的物
	名称
	

	
	
	所在
	

	
	
	家屋番号
	

	
	
	種類
	

	
	
	構造
	

	
	
	床面積
	

	➁
	賃貸借期間
	2009.11.1～2029.10.30　期間20年

	➂
	使用目的
	タイムシェア方式による転貸借

	➃
	賃料
	・固定賃料　年額金●円

・変動賃料　年額金●円

	➄
	敷金
	 

	➅
	諸費用
	

	➆
	仲介手数料
	

	➇
	その他
	

	➈
	貸主
	住所

氏名

	➈
	借主
	住所

氏名


第１条　（賃貸借契約の締結）

貸主Ａと借主Ｂは、頭書➀に記載の賃貸借の目的物（以下、「本物件」という。）について、以下のとおり賃貸借契約を締結する。

第２条　（契約期間）

契約期間は、頭書②に記載するとおりとする。

第３条　（使用目的）

Ｂは、頭書➂に記載する目的のために本物件を使用するものとする。

第４条　（賃料）

ＢがＡに支払うべき賃料は、頭書④に記載するとおりとする。

第５条　（敷金）

ＢがＡに提供すべき敷金は、頭書➄に記載するとおりとする。当該敷金については、賃貸借契約が終了し、本物件の明渡しが完了した時に、賃料、その他ＢがＡに対して負担すべき債務の額を差し引いて、全額返還するものとする。

第６条　（諸費用）

諸費用は、頭書➅に記載するとおりとする。

第７条　（支払方法）

賃料、敷金、諸費用の支払方法は、Ａの指定する銀行口座宛送金する方法により支払うものとする。

第８条　（転貸の承諾）

Ａは、Ｂが頭書➂に記載するとおりの転貸事業を行うことを承諾する。

第９条　（Ｂの管理義務）

Ｂは、内装・造作・設備の付加、除去、改造、交換、その他現状の変更を行おうとするときは、事前にＡの承諾を得るものとし、当該工事に要する費用はＢの負担とする。

　
第10条　（Ａの修繕義務）

本物件及びそれに当初から付されていた諸造作、設備等について、破損、故障等により修繕を要するときは、Ｂは速やかにＡに通知するものとし、Ａは建物の維持保全上必要なものについてはこれをＡの負担において修繕するものとする。

ただし、この場合、Ｂの故意又は過失により必要となった修繕に要する費用はＢの負担とする。

第11条　（禁止行為）

Ｂは、本物件の全部又は一部につき、Ａの承諾を得ずに、賃借権を譲渡したり、担保に供する等の処分行為をしてはならない。

第12条　（解除）

Ａ及びＢは、その何れかが本契約に定める義務に違反した場合において、相手方が相当の期間を定めて催告したにもかかわらず、その期間内に当該義務が履行されないときは、本契約を解除することができる。

第13条　（解約）

Ｂは、本契約期間中において契約を解約しようとするときは、その解約日の６か月前までにＡに通知しなければならない。

第14条　（明渡し）

1 Ｂは、本契約が終了する日までに、本物件を原状に修復したうえで明け渡さなければならない。

2 Ｂが本契約が終了する日までに本物件を明け渡さないときは、本契約終了の翌日から明渡し完了に至るまで賃料の倍額相当の損害金、諸費用相当額及び明渡し遅延によりＡが被った損害を賠償しなければならない。

3 Ｂは、明渡しに際して、Ｂの支出した費用、内装・造作・設備等の買取り等の請求をすることはできない。

第15条　（遅延損害金）

Ｂが本契約に基づく債務の支払いを遅滞したときは、Ａは当該遅延金に対して年●％の割合による損害金を請求することができるものとする。

第16条　（立入り）

Ａ又はＡの指定する者は、本物件の保守管理上必要なときは、事前にＢに通知のうえ、本物件に立ち入り、必要があれば適宜の措置を講ずることができるものとする。

第17条　（通知義務）

Ａ及びＢは、各々、その氏名、商号、本店所在地あるいは代表者の変更その他重大な変更があったときは、互いに文書をもって相手方に速やかに通知するものとする。

第18条　（賃借権設定登記）

(1) Ａは、本契約締結後、速やかに本契約に定めたＢの賃借権について設定登記をしなければならない。賃借権の設定登記は、賃料（第1回目）及び敷金の提供と引き換えに行うものとする。

(2) 本物件に本契約に基づくＢの賃借権に優先する担保権が設定されている場合は、Ａは当該担保権者から民法第３８７条第1項に定める同意の登記、または、当該担保権の抹消を得なければならない。

第19条　（合意管轄裁判所）

本契約に関する訴訟については、●地方裁判所を管轄裁判所とする。

第20条　（協議）

Ａ及びＢは、本契約に定めがない事項又は本契約の条項について疑義が生じた場合は、民法その他の法令に従い、誠意をもって協議し、解決するものとする。

以上、本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、ＡＢ各自記名押印のうえ、各１通を保有する。

平成　　年　　月　　日

貸主
住所

氏名

借主
住所

氏名

１－➋

重要事項説明書

宅地建物取引業者の表示及び説明をする宅地建物取引主任者並びに取引態様

供託書等に関する説明

1． 不動産の表示及び賃貸人

２．　　登記簿に記載された事項

3． 管理の委託先

4． 法令に基づく制限の概要

5． 建物建築の形状等並びに建物設備

6． 賃貸借契約条件等

7． その他

重要事項の説明を受け、重要事項説明書を受領しました。

平成　　年　　月　　日

住所

氏名

２－➊

■■■タイムシェア型建物賃貸借（転貸借）契約の概要説明書

１．本契約は、貴方様と貸主との間のタイムシェア型の建物賃貸借契約です（貸主が建物所有者から一括して賃借した建物を貴方様に転貸する関係では転貸借契約となります）。
２．賃貸借（転貸借）の目的物は、後記表示の物件「名称；■■■」（以下、「本物件」といいます。）の中の特定の部屋（以下、「本ユニット」といいます。）です。
３．使用方法は、本契約期間の満了の年まで、毎年、１年のうちの特定の期間（7泊）を利用するものであり、当該期間の延長による使用はできません。
４．貴方様が購入する転借権は、本ユニットを使用する他の方々との準共有（転借権の準共有持分権）となりますが、それぞれの方が使用する７泊の使用期間は重なりません。また、この賃借権は本ユニットについて５１名を限度とする登記（転借権の準共有登記）によって定数を超える転借権が販売されないことが保証されています。

５．契約代金の中には、契約期間分の賃料及び、この賃借（転借）に必要な貸主側のオペレーションサービスを受ける費用が含まれています。

６．本ユニットのご使用後の清掃等については、ご利用者様から貸主指定の業者に依頼していただき、この費用は毎年ごとに管理費としてお支払いいただきます（本契約代金には含まれていません）。

７．ご購入された転借権は、国内外の他のタイムシェア物件と交換することができます。この交換サービスを受けるためには別途の費用が必要となります。

８．本ユニットの使用にあたっては、別添の「■■■タイムシェア型賃貸借（転貸借）利用規程」を遵守していただきます。

９．ご購入された転借権は、貸主に対する事前通知により、第三者に譲渡することができます。

１０．契約期間中に本契約を解約される場合は、別添の「■■■タイムシェア型賃貸借（転貸借）契約書・第15条」に従っていただきます。

以上

２－➋

■■■タイムシェア型建物賃貸借（転貸借）契約書

	①
	賃貸借の目的物


	名称
	

	
	
	所在地
	

	
	
	部屋番号
	

	
	
	面積
	

	②
	契約期間
	2010.●.●～2030.●.●

	③
	使用目的
	住居

	④
	使用方法
	· 前記➁記載の契約期間満了の年まで、毎年、１年のうちの特定の週の７泊８日（別紙カレンダー）の使用。

· 使用開始時刻00：00、使用終了時刻00：00

· 使用方法の詳細については、別添「■■■タイムシェア賃貸借（転貸借）利用規程」に定めるとおりとする。

	⑤
	契約代金
	金●円（消費税込み）

（支払方法）

· 本契約締結日に申込金（上記代金の●％」

· 本契約締結日から30日以内（2010.●.●）に残金（上記代金の●％）

· 上記期日内に各支払いが完了しない場合、本契約は解除される。この場合、上記申込金はご返還されないものとする。

	⑥
	管理費
	年額　金●円（但し、物価の変動等の理由に増減される場合がある）

	⑦
	タイムシェア

交換サービス
	Ｂが別に定める「タイムシェア交換規程」によるものとする。

	⑧

	利用規程

	別紙「■■■タイムシェア型建物賃貸借（転貸借）利用規程」記載のとおり。

	⑨
	貸主
	住所

氏名

	⑩
	借主
	住所

氏名


第１条　（タイムシェア型建物賃貸借（転貸借）契約の締結）

貸主Ｂと借主Ｃは、頭書①記載の賃貸借の目的物（以下、「本ユニット」という。）について、以下のとおりタイムシェア型建物賃貸借（転貸借）契約を締結する。

第２条　（契約期間）

契約期間は、頭書に記載するとおりとする。

第３条　（使用目的）

Ｃは、頭書③に記載する目的のために本ユニットを使用するものとする。

第４条　（使用方法）

Ｃは、頭書④に記載する方法をもって本ユニットを使用するものとする。

第５条　（使用者の範囲）

本ユニットの使用者は、Ｃ及びＣの指定する者とするものとする。

第６条　（契約代金）

ＣがＢに支払うべき契約代金は、頭書⑤に記載するとおりとする。

　ただし、上記契約代金は、Ｂが指定する信託銀行の口座に信託され、次のとおり管理されるものとする。

　＊　「信託口座による管理方法」

第７条　（管理費等）

本ユニットの管理費は、頭書➅に記載のとおりとし、契約代金には含まれず、Cは毎年別途Bに支払うものとする。ただし、ＣはＢの指定する管理業者に直接委託するものとし、その委託料はBがCに代わり管理業者に支払うものとする。
第８条　（タイムシェアの交換サービス）

Ｃは、本契約に基づくタイムシェア型建物賃貸借（転貸借）契約に基づき、本ユニットを国内又は海外のタイムシェア物件と一時的または恒常的に交換する場合は、Ｂの定める交換規程に従って手続を行うものとし、その場合には別途費用を負担しなければならない。

第９条　（Ｂの義務）

Ｂは、Ｃが本契約に基づき本ユニットを使用するについて、そのために必要な業務を遂行する義務を負担する。ただし、本ユニットの使用方法の詳細については、別添の「■■■タイムシェア型建物賃貸借（転貸借）利用規程」によるものとする。

（2）　Ｂは、前項記載の義務について、その履行状態を明確にするため、本契約期間中、毎年、次の事項をＣに開示しなければならない。

　①

　②

　③
第10条　（Ｃの管理義務）

Ｃは、本ユニットの使用について、自己の責任において善良なる管理者の注意をもって使用しなければならない。

第11条　（利用規程）

Ｃは、本ユニットを使用するについて、別添の「■■■タイムシェア型建物賃貸借（転貸借）利用規程」に従うものとする。

第12条　（禁止行為）

Ｃは、本ユニットを使用するについて、建物内の内装・造作・設備等に破損、故障等により修繕を要するときは、速やかにＢに通知するものとし、これを自らにおいて行ってはならない。

ただし、この場合において、Ｃの故意又は過失により必要となった修繕に要する費用はＣの負担とする。

第13条　（転借権の譲渡）

　Ｃは、本契約に基づく自己の転借権につき、Bに対する事前の通知をもって、これを第三者に譲渡することができる。

第14条　（解除）

Ｂ及びＣは、その何れかが本契約に定める債務を履行しない場合において、相手方が相当の期間を定めて催告したにもかかわらず、その期間内に当該債務が履行されないときは、本契約を解除することができる。

この場合、債務不履行者は、相手方に対して、違約金として頭書⑤記載の契約代金の●％相当額を支払わなければならない。

第15条　（解約）

Ｃは、本契約締結後、●年を経過した以降は、次の約定に従って本契約を解約することができる。

1 Ｃは、解約日の６ヶ月前までにＢに対して書面によって通知する。

2 前項の場合、Ｂは頭書⑤記載の本契約代金から次の費用を控除した残額をＣに返還する。

第16条　（退室）

1 Ｃは、本ユニットの使用期間終了時には、別添の「■■■タイムシェア型建物賃貸借（転貸借）利用規程」に従って本ユニットから退室しなければならない。

2 Ｃが本ユニットの使用期間終了時に退室しないときは、別添の「■■■タイムシェア型建物賃貸借（転貸借）利用規程」に規定する賃料相当損害金及び、Ｂが蒙った損害を賠償しなければならない。

第17条　（遅延損害金）

Ｃが本契約に基づく債務の支払いを遅滞したときは、Ｂは当該遅延金額に対して年●％の割合による損害金を請求することができる。

第18条　（立入り）

Ｂ又はＢの指定する者は、本ユニットの管理上、本物件に立ち入り、適宜の措置を講ずることができる。

第19条　（通知義務）

Ｂ及びＣは、各々、その氏名、商号、本店所在地あるいは代表者の変更その他重大な変更があったときは、互いに文書をもって速やかに相手方に通知するものとする。

第21条　（賃借権の準共有の登記）

Ｂは、本契約締結後、Ｃによる頭書⑤記載の代金支払いと引き換えに本契約に定めるＣの転借権について、転借権の準共有として登記手続をしなければならない。またBは、当該登記がなされたことを証するため、登記完了後速やかに当該登記簿の写しをCに交付するものとする。
第22条　（合意管轄裁判所）

本契約に関する訴訟については、●地方裁判所を管轄裁判所とする。

第23条　（協議）

Ｂ及びＣは、本契約に定めがない事項又は本契約の条項について疑義が生じた場合は、民法その他の法令に従い、誠意をもって協議し、解決するものとする。

以上、本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、ＢＣ各自記名押印のうえ、各１通を保有する。

平成　　年　　月　　日

賃貸人
住所

氏名

賃借人
住所

氏名

２－➌

重要事項説明書

（兼：特定商取引に関する法律第５条に基づく説明書）

1． 不動産の表示及び賃貸人

2． 登記簿に記載された事項
　　　<例示>
備考：
（抵当権が設定されている場合）
本物件には、既に抵当権が設定されておりますが、民法３８７条第１項に基づき抵
当権を有する全ての者が同意をし、かつその同意の登記がされているため、その同
意をした抵当権者に対し、登記をした賃借権について対抗することができます。
3． 管理の委託先

4． 法令に基づく制限の概要

5． 建物建築の形状等並びに建物設備

6． 賃貸借契約条件等
7． 契約解除に関する事項

８．　その他

　　　SPCの内容（倒産防止措置に関する機能を明示する。）
重要事項の説明を受け、重要事項説明書を受領しました。

平成　　年　　月　　日

住所

氏名

２－➍

■■■タイムシェア型建物賃貸借（転貸借）利用規程

＜適用範囲＞

＜利用規程＞

1． 利用可能期間
2． 利用可能者と利用可能人数

3． チェックイン及びチェックアウト

4． ご利用申込方法

5． 連絡先
6． ご利用にあたっての注意事項

＜ご利用の手続きについて＞
１．　ご利用開始時期。
２．　ご利用時期について
　　　　　　３．　交換利用について

　　　　　　４．　交換手数料

　　　　　　５．　共用施設

　　　　　　６．　エクスチェンジシステム(海外との交換)

　　　

　　　　　　付.　共用施設一覧

　　　　※その他
２－➎

個人情報の取り扱いに関する重要事項説明書

第１条　（本規程の適用）

第２条　（個人情報の取扱い）

第３条　（個人情報の収集、保有、利用）

第４条　（利用目的の表示）

第５条　（個人情報の開示、訂正、削除）

第６条　（本規程に不同意の場合）

第７条　（個人情報の提供・利用の停止の申出）

第８条　（本規程の変更）

「個人情報に関するお問い合わせ窓口」

・個人情報管理責任者　

・お問い合わせ窓口
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